
　　　別表
令和７年度埼玉県警察会計年度任用職員（専門）選考職種一覧

No
選考職種

採用予定人員
主な職務内容 勤務予定先 受験資格 報酬 選考種目

1
留置管理業務専門員

４人程度

被留置者に対する面会・差入れの受付及び差入れ物品の検査、被留置者に係
る電算登録、統計に関する事務、留置管理に関する物品・簿冊の管理、被留
置者の信書の発受・書籍に関する事務、留置施設設備の点検・簡易な補修、
食事の検査・支給、自弁購入事務、留置施設の清掃、消毒、衣類の洗濯、被
留置者の健康診断に関する事務及びその他留置業務管理者に命ぜられた業務
(身分上の制限のないものに限る。)

指定警察署 警察官で、退職を予定している者又は元警察官

2
警察安全相談員

８人程度
警察安全相談室における苦情及び警察安全相談等の取扱い

総務部広報課

指定警察署

次のいずれかに該当する者
○警察職員で、退職を予定している者
○元警察職員
(通算１年以上の非常勤職員、会計年度任用職員を含む。)
○元本県職員
(通算１年以上の非常勤職員、会計年度任用職員を含む。)
○小、中学校及び高等学校の教員経験者
(通算１年以上の非常勤職員、会計年度任用職員を含む。)

3
地域防犯支援専門員

３人程度

自主防犯活動団体、防犯に関する協定締結事業者及び地域住民に対する防犯
情報の提供・防犯指導のほか、自主防犯活動の促進支援を行うために特に警
察署長が命じる事項
(１)自主防犯活動団体の実態把握
(２)自主防犯活動を拡大するための活動
(３)自主防犯活動団体、協定締結事業者及び地域住民に対する防犯情報の提
供、防犯指導及び助言
(４)その他自主防犯活動の促進又は支援に特に必要な事項

指定警察署 警察職員で、退職を予定している者又は元警察職員

4
特殊詐欺抑止対策員

４人程度

ホットライン通報に対する金融機関での確認業務、金融機関における駐留警
戒と利用者への注意喚起、金融機関職員に対する被害防止教養と窓口対応訓
練の実施、その他警察署長が命じる事項

指定警察署 警察官で、退職を予定している者又は元警察官

5
少年補導員
７人程度

少年相談、継続補導、被害少年の保護、触法、ぐ犯、不良行為少年事案の処
理、家出少年及び要保護少年(児童虐待を含む。)の対応、街頭補導・有害環
境の浄化活動、少年警察活動に必要な広報啓発及び関係機関、団体等との連
携

生活安全部少年課

指定警察署

次のいずれかに該当する者
○警察職員で、退職を予定している者
○元警察職員
○公私立の小中学校及び高等学校の教員経験者
(通算１年以上の臨時教員経験者を含む。)

6
スクール・サポーター

８人程度

校内外のパトロール活動、学校行事等への支援、校内非行グループを形成す
る生徒及び保護者への指導・助言、非行防止教室等の実施など中学校等にお
ける非行防止活動への支援活動

生活安全部少年課

次のいずれかに該当する者
○警察職員で、退職を予定している者
○元警察職員
○公私立の小中学校及び高等学校の教員経験者
(通算１年以上の臨時教員経験者を含む。)

7
交番相談員
18人程度

交番において地理案内、各種相談等の対応、事件・事故等の届出に対する連
絡、通報、遺失届等の受理、被害届(自転車盗及びオートバイ盗)の代書及び
預かり、交番前における防犯指導及び交通安全指導、その他警察署長が命じ
る事項

指定警察署

次のいずれかに該当する者
〇警察職員で、退職を予定している者
○元警察職員
〇駐在所家族協力者（過去に経験していた者を含む）

8
捜査実務指導員

１人程度
若手捜査員等に対する捜査実務の指導教養、若手警察官等に対する捜査活動
要領及び捜査書類の作成要領に関する指導教養等

指定警察署

刑事警察活動に必要な知識、経験等を有し、かつ次のいず
れかに該当する者
○警察官で、退職を予定している者
○元警察官

9
テロ対策支援員

１人程度

薬局、ホームセンター等の爆発物の原料となり得る化学物質を販売する店舗
及び化学物質を取り扱う学校等に個別訪問（各種会議への出席）し、不審購
入者来店時の即報等の協力要請や防犯指導を実施

警備部外事課 警察職員で、退職を予定している者又は元警察職員

　全選考職種共通の受験資格（次のいずれかに該当する人は受験することができません。）

　　ア　日本国籍を有しない人

　　イ　禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わるまで又はその執行を受けることがなくなるまでの人

　　ウ　埼玉県職員として懲戒免職の処分を受け、当該処分の日から２年を経過しない人

　
　　エ　日本国憲法施行の日以後において、日本国憲法又はその下に成立した政府を暴力で破壊することを主張する政党その他の団体を結成し、又はこれに加入した人

　　オ　平成11年改正前の民法の規定による準禁治産宣告を受けている人（心神耗弱を原因とするもの以外）

書類選考

個別面接

185,700円～202,500円


